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論 文 内 容 の 要 旨 
審査対象論文はアメリカ、日本、台湾の企業統治の構造やその不完全性に起因すると考
えられる不祥事についての考察を踏まえて、上記三か国で企業統治が有効に機能してこな
かった原因を追究し、うまく機能させるための改善策を検討し、提言することを目的とし
ている。 
当該論文は、まず、先行研究に基づき企業統治を「企業をめぐる利害関係を調整し、企
業が効率的な経営を行えるように、経営者を規律づけ、コントロールすること」と定義し
ている。この定義から、「経営者は誰のために経営しているのか」という問題が注目される。
アメリカのエンロン社や日本のオリンパス社における粉飾決算が発覚し、台湾の力覇事件
などの企業不祥事が起きたことが、企業統治を経営者の問題と見なす執筆者の動機につな
がっている。言い換えれば、経営者の行動をどのように有効にコントロールするかが企業
統治を機能させる上で必須の事柄であるという原点の上に立って不祥事防止等の問題をと
りあげているのである。  
当該論文では、はじめに、企業統治の現状について、アメリカ・日本・台湾の三カ国の
代表事例の比較を行っている。企業統治先進国であるアメリカでは、2001 年のエンロン事
件を契機として企業統治を強化する SOX法(Sarbanes-Oxley Act)が制定された。日本では、
2006 年にアメリカの SOX 法を参考にし、日本版の SOX 法(以下 J-SOX 法)が制定された。こ
れらの二国に比べて、台湾では企業統治の制度化が遅れた。台湾では 2001 年に会社法が改
定されたが、いまだに企業統治制度の基盤作りをしている段階にある。このような状況の
もとで 2007 年に力覇という製造会社が台湾金融史上最大の不祥事を起こした。これは、同
族企業の閉鎖性が招いた不祥事であり、閉鎖性を崩すために台湾でも企業統治の強化が緊
急の課題になっている。当該論文ではアメリカと日本における最近の企業統治の現況と企
業統治強化に関する法制度整備を精査することにより、台湾の企業に対し企業統治のあり
方に新たなメッセージを与えることがめざされている。  
企業統治のあり方に関して、当該論文は、三つの視点からアプローチしている。第一の
視点は、大規模企業における経営者・株主関係の点から、企業統治がうまく機能しなかっ
た事例への注目である。第二の視点はファミリー企業特有の閉鎖性･･ファミリーの内と外
の情報の非対称性･･によって引き起こされた不祥事への注目である。第三の視点は、とく
に近年になって重要性をましてきた、IT 化と企業統治との関連への注目である。  
第一の視点では、大規模企業で生じるエージェンシー問題に焦点を当てて、企業統治の
あり方を考えている。アメリカのエンロン事件、日本のオリンパス、大王製紙、台湾の力
覇事件などの企業不祥事を通じて、アメリカ型、日本型、台湾型についてそれぞれの企業
統治が構造的に有効に機能してこなかった理由が究明され、この結果を用いて各国の企業
統治の構造上の問題点が比較され、その改善策や提言が提示されている。  
第二の視点では、日本と台湾において最も多い企業形態であるファミリー企業が着目さ
れている。一般に、エージェンシー問題は大企業においては株主と経営者の間に生じるの
に対し、ファミリー企業では大株主と小株主の間に発生する。したがって、ファミリー企
業では大企業とは異なる形のエージェンシー問題に対処する必要が生じる。当該論文では、
日台におけるファミリー企業の企業統治構造を比較した結果から、取締役会の機能をより
明確にすることで経営の透明性を高めることの必要性を提案されている。  
第三の視点からは、経営の透明化における IT への対応について論じられている。上述
したようにアメリカでは 2001 年に生じたエンロン社事件をきっかけに SOX 法が制定され、
日本においてもこの法に倣った J-SOX 法が 2006 年に実施された。J-SOX 法は内部統制を
強化することによって経営をより透明化しようとするものであり、その具体的な方法とし
て、「IT への対応」（ 「IT 統制」）を内部統制の独立的構成要素としている。当該論文で
は J-SOX 法の特徴である IT 統制の導入現状をみた結果から内部統制の有効性を持たせる
ための課題解決策が提案されている。これは日本における企業統治のあり方を提示すると
ともに、これらから整備されていくべき台湾における企業統治にも関わってくるものであ
る。 
従来から台湾企業の経営方式や企業統治は日本のそれを参考にしていると言われてき
たが、当該論文では、日台比較にとどまらず、企業統治の先進国であるアメリカをも視野
におさめた三か国の現状比較をとりいれ、さらに日本の企業統治の最新の話題である IT
化と内部統制の話題を導入した点に特色がある。当該論文の考察は、とくにこれから企業
統治を大幅に強化し制度基盤を整備していくべき台湾の企業社会に対する重要なヒントを
提供するものであると言えよう。 
 
以下、当該論文の要旨を各章毎に述べる。 
 
序章では、当該論文の問題意識と論文の構成が示されている。 
 
第 1 章では、研究者によって、または国によって種々に定義されてきた「企業統治」と
いう用語について整理している。たとえば、アメリカにおける企業統治の定義はエージェ
ンシー理論に基づき狭義に捉えられてきたが、当該論文では、各研究者が行った企業統治
の定義の整理を通じて、企業統治を「企業をめぐる利害関係を調整し、企業が効率的な経
営を行えるように、経営者を規律づけ、コントロールすることを意味する」ものと捉えて
いる。近年アメリカや日本では企業不祥事が相次ぎ発生したため、企業統治の重要性が高
まってきた。したがって、当該論文の問題意識として、広義の企業統治の視点に立ち、取
締役の独立性、株主との関係などを中心に検討する方向が示されている。 
  
第 2 章では、エンロン事件とリーマンブラザーズのケースの分析を通じて、アメリカが
リードしている企業統治のメリットとデメリットについて考察されている。アメリカ型の
企業統治においては企業の CEO の権限が強いため、企業統治の機能は働かず、内部統制を
構築しても骨抜きになる恐れがあった。そのため、リーマンブラザーズのケースを契機と
して成立した金融規制改革法では単に内部統制の構築だけではなく、金融会社に対する業
務規制をも求めているが、当該論文では金融規制改革法よりもさらに踏み込んで、CEO（経
営者）に対しては適度な権限規制を行うべきであると提言している。 
 
第 3 章では、2011 年末に日本で発生したオリンパスや大王製紙の企業不祥事のケースを
例に取り上げ、企業の組織面を中心に日本の企業統治形態について検討している。検討の
結果、日本の企業統治には経営者が強い権限を持っていることが明らかとなったとして、。
日本の企業統治に関して(1)社外取締役の専門性や独立性、(2)企業の内部通報制度の構築、
(3)経営トップの支配性、(4)現行内部統制の仕組みが持つ経営者の牽制の非力さなどの問
題点について再考すべきであると論じている。また、上記の問題点や両不祥事のケースを
踏まえて日本の企業統治に関わる組織や法制度のあり方について検討している。 
 
第 4 章では、台湾の企業統治とその改革について考察している。台湾の株式会社の企業
統治の形態は日本型に類似しているが、台湾の企業統治の問題点は、上場・店頭公開企業
の多くが創業者やその家族による所有・経営コントロールの下にあることであると考察し
ている。また、台湾の企業では、取締役・監査役会に対しても最終支配株主一族は半数以
上の支配力を持っているため、取締役・監査役が監督機能を充分に発揮するとは限らない
ことを明らかにしている。このような状況を改善するため、2002 年 2 月以降、上場を申請
する会社は少なくとも 2 名の独立取締役を導入しなければならなくなったがこれも企業統
治改革の万能薬とは言えず、経営監督機構内の権限の配分は曖昧で、独立取締役と非独立
取締役が並存するのが実態で、適切な権限と責任の配分が難しくなっていることが論じら
れている。 
 
第 5 章では、ファミリー企業の企業統治について考察している。アジアではファミリー
企業経営が多いが、台湾及び日本も例外ではない。本章では、まず、ファミリービジネス
の定義について考察したあと、日台のファミリー企業の経営形態を比較した上で、１)経営
の不透明性、2)次世代への継承問題、3)企業統治の形骸化などの問題点について再考すべ
きことが明らかにされた。とくに日本の場合、独立取締役を導入していないので、ファミ
リー企業の経営形態は経営の不透明性が高いというイメージが強い。更に、ファミリー企
業において大株主と小株主の間に存在する情報非対称性の問題があるが、もし、ファミリ
ー企業が自ら経営状況、内部関係者による取引状況を公表すれば、情報の非対称性を軽減
することができると論じられている。 
 第 6 章では、第 2 章から第 5 章までの一連の考察を踏まえて、日米台の企業統治の現状
を総括し、各国における企業統治構造の問題と改善策が示されている。アメリカ型の企業
統治は企業を株主の私有財産と位置づけ、株主の利益を優先的に追求する一元的統治であ
り、そのメリットは経営者に対して、企業業績を高めるよう努力させるという点であり、
また株式市場からの圧力が経営者に強い刺激を与える点にあると論じられている。 
一方、日本型の企業統治については、企業をステークホルダーの社会制度と位置づけ、
特に従業員の利益を中心に全ステークホルダーの利益を志向する多元的統治と規定されて
いる。しかし、日本型の企業統治実態は代表取締役社長が取締役の任免権を握っているた
めに、、取締役が、法律が規定するような社長の監視役を十分に果たすことは難しいことが
一連の不祥事によって明らかになったと論じている。また、台湾でも力覇の不祥事により、
企業統治形態は多くの創業者やその家族が支配していることが明らかになったとして、内
部告発等の法律の整備の必要性が論じられている。 
 
第 7 章では、近年日本において企業不祥事が相次いで起こったことを契機に日本政府が
アメリカ SOX 法を参考に 2006 年 6 月に「金融商品取引法」を制定したことをとりあげてい
る。とくに、日本における金融商品取引法の内部統制構成要素に「IT への対応」が追加さ
れたことを重視し、「IT への対応」を導入する際に、企業の側が IT 人材の養成や情報セキ
ュリティポリシー基準の大幅な見直しを必要とすることが強調されている。さらに、内部
統制に費やされるコストがある程度高くなることが懸念されている。 
 
第 8 章では、内部統制における IT への対応についてクラウドコンピューティングが注
目されている点について取り上げ、内部統制へのクラウドコンピューティングの適用につ
いて考察されている。考察を通じて企業がクラウドを活用すれば 3 つのメリットがあるこ
とが明らかにされた。第 1 には IT 設備投資が最低限に抑えられること、第 2 にはクラウド
コンピューティングから提供されているシステムを即座に使用できること、第 3 には、IT
人材、労力の効率化が図られることである。しかし、一方で、クラウドコンピューティン
グの活用に伴って、企業にもたらされるリスクとしては、セキュリティーへの不安、デー
タの保管場所の不明さ、既存の IT システムとの接続性などが挙げられている。 
 
最終章では、研究のまとめとして、当該論文で得られた知見と成果を総括し、日本と台
湾における企業統治のあり方について提言されている。最後に、クラウドコンピューティ
ングの活用が内部統制の効率を向上させるのかについて検討するとともに今後の検討課題
が併せて提示され、論文全体がまとめられている。 
 
以上、当該論文では、日米台における企業統治について構造的アプローチから問題点や
要因を明らかにし、それらに対する各国の対応策を比較することにより、各国独自の企業
統治形態のあり方を考察している。それによると近年、日本やアメリカが採用している改
善策は経営者による自発的なディスクロージャーに焦点を当てている。このことは経済成
長とともに規模が拡大している台湾の企業においてもその必要性が強く求められている。
しかし、このような改善策が一層有効的であるためには経営者の自発性が最も重要であり、
そのためにはコストの軽減が最優先課題である。これに対し、当該論文は情報社会におけ
るクラウドコンピューティングの活用を企業統治の有効性を向上させる手段の一つして提
案している。 
 
論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
１）論文の評価  
 当該論文は、過去の研究において解決されなかった問題に着手していることが評価でき
る。なぜなら、当該論文は情報社会における企業統治構造とその有効性についての検証を、
従来の日米を中心とした研究に更に台湾を加えて行っている。その研究成果は、以下の諸
点で高く評価できる。  
 （１）研究内容の優れた先駆性と独自性が評価できる。（着想の新規性、研究の独創性） 
 従来、企業統治構造と有効性の検証というテーマでの研究は、殆どが日米を中心とした
ものであった。当該論文は、社会的および経済的環境が、日本に非常に類似している台湾
を研究テーマに加えたことが、その先駆性と独自性の点で高く評価できる。  
（２）論文構成の科学性  
当該論文は、先の論文要旨で紹介したように、全部で８章から構成されている。研究テ
ーマを第 1 章から第８章まで、順序よく各章ごとにその論点が展開され、その論文構成の
科学性が高く評価でき、今後の更なる研究能力を十分に有していることは明らかである。  
（３）文章表現の明解性と論理の一貫性  
当該論文における文章の表現は全般に一定の水準の明解性を保っていると判断される。
また、課題の発見、問題の解決手法に対する提言などの理論的な考察の論理の一貫性につ
いて特に重大な問題点は認められない。  
（４）研究の社会的な貢献  
当該論文では、企業統治を中心に、アメリカ、日本、台湾の企業統治の構造や不祥事に
ついて考察した。また、その考察の結果を踏まえて、各国で企業統治が有効に機能しなか
った原因を追究して、改善策や提言を行っている。このように当該論文の社会的な貢献と
実用性が示されたことが評価できる。  
 （５）当該論文の研究成果  
当該論文は、文章表現が明確であり、論文構成も堅固さと論理の一貫性がある。また、
関連した業績が積み重ねられ、多面的に企業統治を考察し、企業統治に対して、多くの価
値ある提言を行っているので、各国の今後の企業統治の有効性を高めるための政策制定の
一助となるものといえよう。  
 
１） 残されている課題 
企業統治のあり方に関するこの研究は、三カ国--アメリカ、日本、および台湾—を比較
考量したものであるが、その目的は、三カ国の中で相対的に遅れている台湾での企業統治
の構築の一助となることである。台湾ではファミリー企業が多く、所有と経営が分離され
ていない企業も多い。その経営の透明性も低い。つまり、所有者間においても、所有経営
者と、経営に携わらない所有者との間に、エージェンシー問題が発生しているのである。
この指摘は、興味深く、今後、台湾における企業経営の透明性を高めるために、どのよう
な制度設計がなされるべきかについて手がかりを与えてくれる。しかしながら、当該論文
では、この貴重な指摘にもかかわらず、問題解決に関してはやや散漫な論述に終わった。
陳氏の力量から、日本やアメリカの法制度を参考にしながら、台湾に相応しい法制度をど
のように制定していくかについて今後の研究課題として十分取り組むことができると判断
する。 
 当該論文をもとにした研究の発展可能性として、二、三指摘しておく。当該論文では、
台湾における企業統治改革にさいして、日本の IT 統制を参考とすることを提案している
ので、具体的な方針や制度に関する研究は今後の課題である。 
さらに、台湾では、内部告発者保護に関する法律もまだ制定されていない。台湾に対し
ては、通報者保護体制の確立や通報を受理する制度の構築が、企業経営の透明性を補完す
る制度として、重要な課題になってくる。 
これらの問題点はアメリカや日本における最近の企業統治の現状と企業統治強化に関
する法制度を参考にしながら、台湾の企業統治改革へのヒントを与えることになるが、そ
の具体的な制度設計も、今後の課題となっている。 
これらの課題は当該論文を基礎として、さらに展開が期待される領域であり、当該論 
文の意義は、台湾において企業統治を十分に機能させる方策を考える上で非常に大きい。
今後の成果を大いに期待したい。 
